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一般会計要求総額 

１２，０８１百万円 

（対前年度 △３．４％） 

快適な生活環境の確保と、北九州市民環境力の持続的な発展 

◆ 大気汚染物質をさらに正確に測定できるよう、発生源等の変化を踏まえ、測定局の移動等、適正配置を行う。 

◆ 本市の豊かな自然に関する知識を深め、自然を守り愛する気持ちを育み、このまちを誇りに思うシビックプライドの醸成
につなげるため、次代を担う子どもとその親を対象とした自然体験ツアーを実施する。 

◆ 「北九州ＥＳＤアクションプラン 2015～2019」に基づき、北九州ＥＳＤ協議会と、北九州まなびとＥＳＤステーションが一体
となって進めるＥＳＤの普及拡大活動を、さらに積極的に支援する。 

○新ていたん PR推進事業  ○新 ESD推進体制強化事業  ○新環境ミュージアム展示改修事業 

○新大気汚染物質等測定局適正配置事業  ○新水生生物保全環境基準の類型指定に伴う水質調査事業 

○新自然体感ツアー運営等事業 

 次世代資源・エネルギーを核とした都市間競争力の強化、低炭素社会づくりの推進 

◆ 「低炭素で安定したエネルギーを創り賢く使うまちづくりの推進」「災害に強いまちづくりへの寄与」「エネルギー産業の
振興」「日本を牽引する先進的取組みの実践」を進める。 

◆ 平成 28 年 8 月に策定した「北九州市地球温暖化対策実行計画・環境モデル都市行動計画」に掲げた目標の達成に向
け、計画的かつ効果的に取組みを推進するため、各種調査事業の強化等を行う。 

 ○拡次世代資源・エネルギーシステム創生事業 ○新北九州市役所エネルギー管理システム構築事業 ○新地球温暖化対策推進事業 

 ○継次世代エネルギー設備導入促進事業 ○継燃料電池自動車導入助成事業 

都市まるごと輸出・アジア人材受入育成による国際環境ビジネスの推進 

◆  「北九州モデル」を活用した都市インフラビジネスの成果を踏まえ、東南アジア各国・首都への展開のためのプラットホ
ームを構築するとともに、各グリーン成長都市のネットワーク化に取組み、都市環境インフラの輸出をさらに促進する。 

◆ 「アジアからの人材受入育成拠点の形成」を推進するため、産・学・官等の関係機関により構成する協議会を設置し、海
外諸都市の現状やニーズについて情報収集・調査するとともに、本市の技術移転の経験や研修資源等の情報を、海外
に対して積極的に発信する。 

○新 アジアの“グリーン成長”推進のためのプラットホーム構築事業  ○新海外環境人材受入育成体制等強化事業 

○新中堅企業環境ビジネス海外展開支援事業  ○継 アジア低炭素化センター関連事業  ○継日中大気汚染・省エネ対策共同事業 

未来につなげる循環型社会づくりの推進  

◆ 平成 28 年 8 月に中間見直しを行った 「北九州市循環型社会形成推進基本計画」に基づき、ごみの減量・資源化と適正
処理を推進し、持続可能な循環型社会づくりをさらに進める。 

◆ 近年増加傾向にある事業系ごみへの対策や、食品ロス削減市民運動の展開による生ごみの減量化、焼却工場等のごみ
処理施設の着実な整備などを推進する。 

○新事業系ごみ対策推進事業  ○新食品ロス削減市民運動推進事業  ○継地域とつくる「ごみステーション」事業 

○新北九州エコタウン 20周年記念事業  ○新○継ごみ処理施設機能の維持・向上 

◆ 環境モデル都市・環境未来都市として、環境政策をさらに積極的・戦略的に展開す
ることで「北九州市まち・ひと・しごと創生総合戦略」を強力に推進し、地方創生の
「成功モデル都市」を目指す。具体的には、地域経済のさらなる発展のため、本市の
財産である「環境技術」・「人材」・「ノウハウ」を結集し、地方創生総合戦略に掲げた
「新社会創造イノベーション拠点形成」、「都市まるごと輸出」、「アジア人材受入育成
拠点形成」といった環境・エネルギー分野の取組みを強力に推進する。 

◆ 特に、平成２８年５月に開催された「Ｇ７北九州エネルギー大臣会合」において、
本市の先駆的な環境・エネルギー政策が全世界に発信されたことを絶好の機会と捉
え、地域エネルギーに関する取組みなど「低炭素社会づくりの推進」に向けた取組み
をさらに加速させるとともに、平成２７年のＣＯＰ２１で採択された「パリ協定」を
踏まえた国の目標を率先して達成するため、地球温暖化対策を着実に推進する。 

◆ また、世界の環境首都を目指し、連携中枢都市圏の中枢都市として、ごみの適正化と
減量化・資源化など循環型社会づくりを着実に進めるとともに、本市が有する豊かな自
然・地域環境の保全・活用を図る。 

○新 ：新規事業 ○拡 ：拡充事業 ○継 ：継続事業 

＜平成２９年度 予算要求の経営方針＞ 

※公開時点での予算要求の内容であり、平成 29年度に実施することが確定しているものではありません。 

＜平成２９年度 予算要求の基本的な考え方＞ 


